
【資料2】

中央 地区地域包括支援センター

(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）

A
相談者の属性や世代、相談内容に関わ
らず、地域住民の相談を十分に受け止
めている。

B
地域住民の相談を、おおよそ受け止め
ている。

C
地域住民の相談の受け止めが難しい場
合がある。

A
本人の訴えや思いを聞き、真摯に対応
することができている。

B
本人の訴えや思いに対し、おおよそ対
応することができている。

C
本人の訴えや思いへの対応が難しい場
合がある。

A
受けた相談で課題になっていることを
捉え、適切に連携し、又はつなぐことで
対応できている。

B
受けた相談に関し、他の機関と共有して
いる、

C
受けた相談に関し連携先となる機関へ
つなぐ際に時間を要することがある。

A
対象者にとって有効な社会資源を、積
極的に介護予防プランに盛り込んでい
る。

B
地域の社会資源を介護予防プランに盛
り込むことがある。

C
対象者にとって有効な地域の社会資源
の活用が十分でないと感じている。

A
いずれの対象者においても、本人の思
いや考えを優先し、対応している。

B
対象者の状態によって、できるだけ尊
厳の保持、介護予防や社会参加の促進
を意識している。

C
サービス提供者の意向が優先し、本人
の尊厳の保持、介護予防や社会参加の
促進につながっていないことがある。

A
多くの啓発活動を積極的に行うととも
に、専門的・継続的な観点から相談対応
を行っている。

B 啓発活動を行っている。

C
啓発活動や専門的・継続的な観点から
相談対応を行うことができていない。

A

関係機関を交え、担当圏域の介護支援
専門員と定期的な意見交換等を行うこ
とで密に連携し、支援する体制ができ
ている。

B
担当圏域の、介護支援専門員と意見交
換等を行い、必要に応じて連絡を取っ
ている。

C
担当圏域の介護支援専門員と意見交換
等を行うことができていない。

A
介護支援専門員が活躍しやすい環境づ
くりのため、出前講座等を通じて地域
住民に積極的に啓発に取組んでいる。

B
地域住民に対し、出前講座等を実施し
ている。

C
地域住民への啓発は十分にできていな
い。

A
関係者と連携して具体的な支援方針を
検討し、適切な指導・助言を行ってい
る。

B
忙しいときは対応が後回しになること
がある。

C
介護支援専門員に任せきりとなり、対
応できていない。

議題2　令和7年度地域包括支援センター事業計画（案）

（２）本人に寄り添い、抱える
課題の解きほぐしや整理を
行っている。

適時ケースの共有、検討できる環
境をつくり、ケース検討、課題整
理から本人に寄り添い真摯に対
応できる体制で相談対応に取り
組む

評価指標

１．総合相談
支援事業

（1）包括的に相談を受け止
めている。

電話、訪問、来訪、その他多様な
経路で寄せられた地域住民の相
談について、相談者の属性や世
代、相談内容に関わらず、受け止
める姿勢で相談対応に取り組む

（３）受けた事例に複合課題
が潜在している場合などに
おいて、適切に他の機関と
連携し、又はつなぐことで
対応している。

随時ケースの課題分析、整理した
うえで支援体制を構築し、関係機
関と連携しながら相談対応に取
り組み、適時関係機関への繋ぎ
を行う

２．第１号介護
予防支援事業
（介護予防ケ
アマネジメン
ト）

（１）介護予防プランにおい
て、保険給付や介護予防・生
活支援サービス以外の多様
な地域の社会資源を位置付
けている。

ケース会議、事例検討、学習会、
ケアプランチェック時などを活用
して、対象者にとって有効な社会
資源を全職員が積極的に紹介、
提案、助言してケアプランに盛り
込まれるように取り組む

（２）尊厳の保持、及び介護
予防や社会参加の促進の観
点を踏まえ、対象者が「どの
ように暮らしていきたいか」
を支援する。

尊厳の保持、介護予防、社会参加
の促進をふまえて意思決定支援
の実践につとめ、ケアマネ（介護
支援専門員）、サービス事業所に
おいても意思決定支援の共通認
識をはかるため、周知、啓発に取
り組む

３．権利擁護
事業

（１）虐待、消費者被害、認知
症、成年後見制度など権利
擁護について、広く地域住
民等に対する周知・啓発を
行い、専門的・継続的な観点
から、相談対応を行ってい
る。

民児協や町内公民館などでチラ
シ配布や説明会の実施、サービス
事業所への出前講座の実施など
周知啓発により、相談窓口として
の認知を確立させて、専門的な
観点から早期発見早期支援でき
る体制つくりに取り組む

４．包括的・継
続的ケアマネ
ジメント支援
事業

（１）担当圏域の介護支援専
門員等のニーズに基づき、
医療機関や地域の社会資源
などの多様な関係機関・関
係者との意見交換の場を設
けている。

主任ケアマネを中心に協議体を
設置し2カ月毎に定例会の実施
及び適時事業所廻りや事例検討
会、ケース共有をはかり、担当圏
域のケアマネのサポート体制つく
りに取り組む

（2）介護支援専門員が円滑
に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して、介
護予防や自立支援に関する
意識の共有を図っている。

民児協とケアマネの交流機会を
年に1～2回つくり、サロンや町
内公民館での出前講座などで地
域住民への周知啓発に取り組む

（３）介護支援専門員が担当
する支援困難事例等への適
切な指導・助言等を行って
いる。

ケアマネからの相談に関係機関
と連携して対応し、適時ケース会
議を開催、個別課題解決に向け
た支援方針、具体的な支援内容
について検討し合意形成がはか
れる支援体制つくりに取り組む



中央 地区地域包括支援センター

(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）評価指標

A
地域ケア会議の実施により、地域課題
を明らかにし、解決に向け検討してい
る。

B
地域課題は明らかになったが、解決に
向けた検討には至っていない。

C
地域ケア会議の開催等はあるが、地域
課題を明らかにできていない。

A
医療機関と連携し、地域住民に在宅医
療について積極的に情報提供を行って
いる。

B
地域住民に在宅医療について情報提供
を行うことがあった。

C
医療機関との連携が十分にできず、住
民への情報提供も不十分であった。

A
医療職、介護職との意見交換を行い、個
別ケースで連携を図ることができてい
る。

B
医療職、介護職との意見交換を行うこ
とがある。

C 意見交換をすることができていない。

A

相談対応の過程等で、必要に応じて、本
人の意思決定を支援することができて
いる。また、多くの地域住民への啓発を
行っている。

B
出前講座などを通じ、地域住民に対し
て、意思決定について啓発している。

C
意思決定について地域住民への啓発を
行うことができていない。

A

新たな社会資源の把握に努め、整理し
て有効活用を図っている。また、共有し
た地域の社会資源の情報を地域活動に
役立てられるよう、各団体の活動を支
援することができている。

B

新たな社会資源について情報提供等が
あれば整理している。また、地域の社会
資源の情報を、各団体に共有すること
がある。

C
新たな社会資源の把握や情報の共有は
できていない。

A
地域の社会資源を定期的に整理・見直
しを行い、地域住民に有効活用するこ
とができている。

B
地域の社会資源の整理・見直しを行うこ
とがある。

C
地域の社会資源を整理しているが、見
直しなど管理が不十分である。

A
新たな担い手の養成やサービス・通い
場等の創出を行うことができている。

B
新たなサービスや通いの場等の創出に
向け、関係者と検討を行っている。

C
新たな担い手の養成やサービス・通い
の場等の創出はできなかった。

A

本人・家族等が集う場への参画や、認知
症サポーター養成講座を開催したりす
るなど、認知症への理解を深め、暮らし
やすいまちづくりに取組んでいる。

B
本人や家族等が集う場への参画や、講
座を開催することがある。

C
本人や家族等が集う場への参画や、講
座の開催などの機会を設けることがで
きていない。

５．地域ケア
会議推進事業

（１）地域ケア会議を通じて、
地域の多様な関係者が協働
して地域課題を明らかにし、
解決策について検討する。

２カ月に１回地域ケア会議を開催
し地域課題抽出、検討する。ま
た、運営推進会議の場などで地
縁団体と地域課題を共有し課題
解決にむけて検討に取り組む

７．生活支援
体制整備事業

（1）地域の社会資源の把握
を行うとともに、把握・整理
した地域の社会資源の情報
を、地域活動を行う団体等
に共有し、地域住民の生活
支援に役立てている。

個別ケース対応の過程で発見し
た社会資源やチラシや口コミ、
SNSなど多様な手段で社会資源
の把握につとめ、年4回包括だよ
りや地域とのネットワークを活用
して社会資源の情報伝達を行い、
個別ケース及び地域づくりに還
元できるように取り組む
（共有する団体見込み：20件以
上、まち協、民児協、ケアマネ、介
護サービス事業所など）

（２）地域の社会資源の活用
を図ることができるよう、
定期的に情報の見直しを行
う。

個別ケースやサロンなどの地域
活動を通じて、年1回社会資源リ
ストを見直し、随時社会資源の活
用状況の確認に取り組む

（３）生活支援や介護予防
サービスの担い手の養成
や、サービス及び通いの場
等の創出を行う。

個別ケースの過程で関係者のエ
ンパワメントや社会資源の活用に
取り組み、事業者や地域コミュニ
ティで出前講座や協働を通じて
新たな担い手の育成や場の創出
に取り組む

６．在宅医療・
介護連携推進
事業

（１）地域住民に対し在宅医
療の情報提供を行うととも
に、医療機関との連携を推
進する。

医療機関などからの情報提供を
もとに地域住民へのチラシ配布
など周知啓発を行う。また、在宅
医療に従事する医師や訪問看護
事業所とともに年1回以上出前
講座開催するなど在宅医療につ
いて地域住民への周知啓発に取
り組む

（２）地域の医療職、介護職
との意見交換等を行う。

個別ケースにおいて随時、医療介
護の意見を聴きながら連携につ
とめ、適時ケース会議を開催す
る。また、情報共有ツールの活用
など医療と介護の連携促進に取
り組む

（３）地域住民が、人生をど
のように過ごたいかについ
て、自分自身で考え決める
ことを支援する。

本人の意思決定が尊重できる環
境つくりにつとめ、地域住民も参
加するケース会議の開催や出前
講座など意思決定支援の周知啓
発に取り組み、普段から意思決定
支援の相談対応を行う

８．認知症総
合支援事業

（１）地域全体で認知症の理
解を深め、認知症本人や家
族を含む地域住民が暮らし
やすいまちづくりを進める
ための取組を行う。

認知症基本法に基づいた新しい
認知症観を本人と共に普及、啓
発しながら認知症カフェ（3カ
所）、ミーティングセンター（1カ
所）活動に取り組む



手鎌 地区地域包括支援センター
(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）

A
相談者の属性や世代、相談内容に関わ
らず、地域住民の相談を十分に受け止
めている。

B
地域住民の相談を、おおよそ受け止め
ている。

C
地域住民の相談の受け止めが難しい場
合がある。

A
本人の訴えや思いを聞き、真摯に対応
することができている。

B
本人の訴えや思いに対し、おおよそ対
応することができている。

C
本人の訴えや思いへの対応が難しい場
合がある。

A
受けた相談で課題になっていることを
捉え、適切に連携し、又はつなぐことで
対応できている。

B
受けた相談に関し、他の機関と共有して
いる、

C
受けた相談に関し連携先となる機関へ
つなぐ際に時間を要することがある。

A
対象者にとって有効な社会資源を、積
極的に介護予防プランに盛り込んでい
る。

B
地域の社会資源を介護予防プランに盛
り込むことがある。

C
対象者にとって有効な地域の社会資源
の活用が十分でないと感じている。

A
いずれの対象者においても、本人の思
いや考えを優先し、対応している。

B
対象者の状態によって、できるだけ尊
厳の保持、介護予防や社会参加の促進
を意識している。

C
サービス提供者の意向が優先し、本人
の尊厳の保持、介護予防や社会参加の
促進につながっていないことがある。

A
多くの啓発活動を積極的に行うととも
に、専門的・継続的な観点から相談対応
を行っている。

B 啓発活動を行っている。

C
啓発活動や専門的・継続的な観点から
相談対応を行うことができていない。

A

関係機関を交え、担当圏域の介護支援
専門員と定期的な意見交換等を行うこ
とで密に連携し、支援する体制ができ
ている。

B
担当圏域の、介護支援専門員と意見交
換等を行い、必要に応じて連絡を取っ
ている。

C
担当圏域の介護支援専門員と意見交換
等を行うことができていない。

A
介護支援専門員が活躍しやすい環境づ
くりのため、出前講座等を通じて地域
住民に積極的に啓発に取組んでいる。

B
地域住民に対し、出前講座等を実施し
ている。

C
地域住民への啓発は十分にできていな
い。

A
関係者と連携して具体的な支援方針を
検討し、適切な指導・助言を行ってい
る。

B
忙しいときは対応が後回しになること
がある。

C
介護支援専門員に任せきりとなり、対
応できていない。

（２）本人に寄り添い、抱える
課題の解きほぐしや整理を
行っている。

心身の状況や生活の実態を確認
しながら、相手が相談しやすいよ
う環境となるよう配慮し、傾聴や
共感を持ち対応する。状況によっ
ては個別訪問も行っていく。

評価指標

１．総合相談
支援事業

（1）包括的に相談を受け止
めている。

制度を横断するような幅広い問
題に対して相談者の立場に立ち、
話を十分に傾聴して受け止める。
また包括の窓口だけでなく、地域
に出向き地域住民の気軽な相談
相手となれるよう関係性づくり
に努める。

（３）受けた事例に複合課題
が潜在している場合などに
おいて、適切に他の機関と
連携し、又はつなぐことで
対応している。

複合課題については専門職間で
共有して課題を明確にし、包括で
対応したり、サービスや制度など
の関係機関につなぐなどの対応
を行う。また必要に応じケース会
議の開催や参加を行う等確実な
対応を行う。

２．第１号介護
予防支援事業
（介護予防ケ
アマネジメン
ト）

（１）介護予防プランにおい
て、保険給付や介護予防・生
活支援サービス以外の多様
な地域の社会資源を位置付
けている。

地域の社会資源を把握し、介護
支援専門員へ資源リストを配布
する等、情報提供を行っていく。
またプランチェック時に社会資源
活用の提案したり活用ができて
いるか確認する。

（２）尊厳の保持、及び介護
予防や社会参加の促進の観
点を踏まえ、対象者が「どの
ように暮らしていきたいか」
を支援する。

本人に寄り添い、日常生活や社
会生活において本人の意思決定
支援を尊重する。その為に必要な
知識、情報を学ぶため研修会の
参加や、地域住民に対して人生会
議の周知啓発を行う。

３．権利擁護
事業

（１）虐待、消費者被害、認知
症、成年後見制度など権利
擁護について、広く地域住
民等に対する周知・啓発を
行い、専門的・継続的な観点
から、相談対応を行ってい
る。

地域組織（まち協・民児協）や地域
住民（サロン等）への資料配布や
研修、出前講座の働きかけを行
い、周知・啓発活動に取り組む。
啓発活動等を通してつながった
個別相談に対し、専門職からの適
切なアドバイス等行う。

４．包括的・継
続的ケアマネ
ジメント支援
事業

（１）担当圏域の介護支援専
門員等のニーズに基づき、
医療機関や地域の社会資源
などの多様な関係機関・関
係者との意見交換の場を設
けている。

年1回は地域の介護支援専門員
との交流や意見交換の場をつく
り、顔の見える関係をつくり、連
携しやすくする。また新たな取り
組みとして訪問介護との意見交
換会を行い、ニースを抽出するこ
とで介護支援専門員への支援に
活かしていく。

（2）介護支援専門員が円滑
に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して、介
護予防や自立支援に関する
意識の共有を図っている。

地域に向けた介護保険制度の出
前講座等を通じて、介護支援専
門員の役割を地域へ発信、啓発
を行う。

（３）介護支援専門員が担当
する支援困難事例等への適
切な指導・助言等を行って
いる。

困難事例に対しては情報を共有
し、多職種の視点から助言を行
う。必要に応じて同行する。日常
的な個別支援や業務に関しては
助言や勉強会開催を行い、業務
を円滑に進められるようサポート
を行う。



A
地域ケア会議の実施により、地域課題
を明らかにし、解決に向け検討してい
る。

B
地域課題は明らかになったが、解決に
向けた検討には至っていない。

C
地域ケア会議の開催等はあるが、地域
課題を明らかにできていない。

A
医療機関と連携し、地域住民に在宅医
療について積極的に情報提供を行って
いる。

B
地域住民に在宅医療について情報提供
を行うことがあった。

C
医療機関との連携が十分にできず、住
民への情報提供も不十分であった。

A
医療職、介護職との意見交換を行い、個
別ケースで連携を図ることができてい
る。

B
医療職、介護職との意見交換を行うこ
とがある。

C 意見交換をすることができていない。

A

相談対応の過程等で、必要に応じて、本
人の意思決定を支援することができて
いる。また、多くの地域住民への啓発を
行っている。

B
出前講座などを通じ、地域住民に対し
て、意思決定について啓発している。

C
意思決定について地域住民への啓発を
行うことができていない。

A

新たな社会資源の把握に努め、整理し
て有効活用を図っている。また、共有し
た地域の社会資源の情報を地域活動に
役立てられるよう、各団体の活動を支
援することができている。

B

新たな社会資源について情報提供等が
あれば整理している。また、地域の社会
資源の情報を、各団体に共有すること
がある。

C
新たな社会資源の把握や情報の共有は
できていない。

A
地域の社会資源を定期的に整理・見直
しを行い、地域住民に有効活用するこ
とができている。

B
地域の社会資源の整理・見直しを行うこ
とがある。

C
地域の社会資源を整理しているが、見
直しなど管理が不十分である。

A
新たな担い手の養成やサービス・通い
場等の創出を行うことができている。

B
新たなサービスや通いの場等の創出に
向け、関係者と検討を行っている。

C
新たな担い手の養成やサービス・通い
の場等の創出はできなかった。

A

本人・家族等が集う場への参画や、認知
症サポーター養成講座を開催したりす
るなど、認知症への理解を深め、暮らし
やすいまちづくりに取組んでいる。

B
本人や家族等が集う場への参画や、講
座を開催することがある。

C
本人や家族等が集う場への参画や、講
座の開催などの機会を設けることがで
きていない。

５．地域ケア
会議推進事業

（１）地域ケア会議を通じて、
地域の多様な関係者が協働
して地域課題を明らかにし、
解決策について検討する。

個別困難事例や地域課題の解決
に向けて年６回地域ケア会議を
開催し、課題を抽出、明確化して
その解決に向けて多職種で検
討、対策を行っていく。

地域の医療職や介護職など顔の
見える関係性が作れるよう、交流
の場を設けるなど介護と医療の
連携について取り組む。

（３）地域住民が、人生をど
のように過ごたいかについ
て、自分自身で考え決める
ことを支援する。

介護保険だけではなく様々な相
談や、地域住民と接する場におい
て本人が何を大切にしていて、ど
う過ごしたいかを考えながら選
択肢や提案を行い、意思決定の
支援を行う。また意思決定支援
のための研修会に参加したり、地
域や介護事業所等に出向き人生
会議についての啓発活動を行う。

７．生活支援
体制整備事業

（1）地域の社会資源の把握
を行うとともに、把握・整理
した地域の社会資源の情報
を、地域活動を行う団体等
に共有し、地域住民の生活
支援に役立てている。

地域資源の把握に努め、個別相
談時に地域資源リストを共有する
他、地域団体(4団体以上)への情
報共有を行う。

（２）地域の社会資源の活用
を図ることができるよう、
定期的に情報の見直しを行
う。

共有相手に合わせた資源リスト
の整理を行い、資源リストを年に
1回以上見直す。

６．在宅医療・
介護連携推進
事業

（１）地域住民に対し在宅医
療の情報提供を行うととも
に、医療機関との連携を推
進する。

入退院時の情報共有や、受診の
連絡調整、必要に応じて受診に同
行するなどの連携を図る。また地
域住民に対してサロン等で在宅
医療についての情報提供を行う。

（２）地域の医療職、介護職
との意見交換等を行う。

（３）生活支援や介護予防
サービスの担い手の養成
や、サービス及び通いの場
等の創出を行う。

地域住民との関係性づくりを通
して住民のニーズを把握し、やり
がい作りや集いの場の創出につ
ながるよう働きかけを行う。

８．認知症総
合支援事業

（１）地域全体で認知症の理
解を深め、認知症本人や家
族を含む地域住民が暮らし
やすいまちづくりを進める
ための取組を行う。

ほっとあんしんネットワーク模擬
訓練やミーティングセンターに参
画したり、地域で認知症に関する
勉強会を開催するなど地域住民
の認知症の理解を深める取り組
みを行う。



吉野 地区地域包括支援センター

(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）

A
相談者の属性や世代、相談内容に関わら
ず、地域住民の相談を十分に受け止めて
いる。

B
地域住民の相談を、おおよそ受け止めて
いる。

C
地域住民の相談の受け止めが難しい場
合がある。

A
本人の訴えや思いを聞き、真摯に対応す
ることができている。

B
本人の訴えや思いに対し、おおよそ対応
することができている。

C
本人の訴えや思いへの対応が難しい場
合がある。

A
受けた相談で課題になっていることを捉
え、適切に連携し、又はつなぐことで対
応できている。

B
受けた相談に関し、他の機関と共有して
いる、

C
受けた相談に関し連携先となる機関へ
つなぐ際に時間を要することがある。

A
対象者にとって有効な社会資源を、積極
的に介護予防プランに盛り込んでいる。

B
地域の社会資源を介護予防プランに盛
り込むことがある。

C
対象者にとって有効な地域の社会資源
の活用が十分でないと感じている。

A
いずれの対象者においても、本人の思い
や考えを優先し、対応している。

B
対象者の状態によって、できるだけ尊厳
の保持、介護予防や社会参加の促進を
意識している。

C
サービス提供者の意向が優先し、本人の
尊厳の保持、介護予防や社会参加の促
進につながっていないことがある。

A
多くの啓発活動を積極的に行うととも
に、専門的・継続的な観点から相談対応
を行っている。

B 啓発活動を行っている。

C
啓発活動や専門的・継続的な観点から相
談対応を行うことができていない。

A

関係機関を交え、担当圏域の介護支援専
門員と定期的な意見交換等を行うこと
で密に連携し、支援する体制ができてい
る。

B
担当圏域の、介護支援専門員と意見交換
等を行い、必要に応じて連絡を取ってい
る。

C
担当圏域の介護支援専門員と意見交換
等を行うことができていない。

A
介護支援専門員が活躍しやすい環境づ
くりのため、出前講座等を通じて地域住
民に積極的に啓発に取組んでいる。

B
地域住民に対し、出前講座等を実施して
いる。

C
地域住民への啓発は十分にできていな
い。

A
関係者と連携して具体的な支援方針を
検討し、適切な指導・助言を行っている。

B
忙しいときは対応が後回しになることが
ある。

C
介護支援専門員に任せきりとなり、対応
できていない。

（２）本人に寄り添い、抱える
課題の解きほぐしや整理を
行っている。

日々の相談に真摯に対応する。

評価指標

１．総合相談支
援事業

（1）包括的に相談を受け止
めている。

電話、窓口等で相談があった時に
は、属性や世代を超えて受け止め
る。

（３）受けた事例に複合課題
が潜在している場合などに
おいて、適切に他の機関と
連携し、又はつなぐことで対
応している。

受けた相談で課題になっている事
を捉え、連携が必要な時は関係機
関へつなぐ。
そのためにも日常的に他機関の
情報収集に努め、顔の見える関係
性作りを進める。

２．第１号介護
予防支援事業
（介護予防ケ
アマネジメン
ト）

（１）介護予防プランにおい
て、保険給付や介護予防・生
活支援サービス以外の多様
な地域の社会資源を位置付
けている。

ケアプランチェックの際に対象者
の状況に応じた社会資源を紹介し
位置付ける。また現状にある資源
の情報収集や不足している資源に
ついて検討する。

（２）尊厳の保持、及び介護予
防や社会参加の促進の観点
を踏まえ、対象者が「どのよ
うに暮らしていきたいか」を
支援する。

本人の思いを傾聴し、寄り添った
支援を行う。

３．権利擁護
事業

（１）虐待、消費者被害、認知
症、成年後見制度など権利
擁護について、広く地域住民
等に対する周知・啓発を行
い、専門的・継続的な観点か
ら、相談対応を行っている。

地域の組織での会議やサロンで、
権利擁護に関する講話を計画的
に行う。また専門職への講話も行
い啓発に努める。専門的な視点か
ら相談対応を行う。

４．包括的・継
続的ケアマネ
ジメント支援
事業

（１）担当圏域の介護支援専
門員等のニーズに基づき、
医療機関や地域の社会資源
などの多様な関係機関・関
係者との意見交換の場を設
けている。

毎月の主任介護支援専門員の会
議での関係性作りを継続するとと
もに、個別のケースでは、必要性
に応じ他機関との調整など介入
を行い支援する。

（2）介護支援専門員が円滑
に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して、介
護予防や自立支援に関する
意識の共有を図っている。

サロンや地域の会議の場で介護
支援専門員の役目や自立支援に
関する講話をしたり、チラシを配
布等で啓発する。

（３）介護支援専門員が担当
する支援困難事例等への適
切な指導・助言等を行ってい
る。

新たに吉野包括エリアの主任介護
支援専門員とのサポートチーム
で、地域の介護支援専門員同士の
交流の場を作り、支援困難事例等
があれば後方支援を行う。



A
地域ケア会議の実施により、地域課題を
明らかにし、解決に向け検討している。

B
地域課題は明らかになったが、解決に向
けた検討には至っていない。

C
地域ケア会議の開催等はあるが、地域課
題を明らかにできていない。

A
医療機関と連携し、地域住民に在宅医療
について積極的に情報提供を行ってい
る。

B
地域住民に在宅医療について情報提供
を行うことがあった。

C
医療機関との連携が十分にできず、住民
への情報提供も不十分であった。

A
医療職、介護職との意見交換を行い、個
別ケースで連携を図ることができてい
る。

B
医療職、介護職との意見交換を行うこと
がある。

C 意見交換をすることができていない。

A

相談対応の過程等で、必要に応じて、本
人の意思決定を支援することができて
いる。また、多くの地域住民への啓発を
行っている。

B
出前講座などを通じ、地域住民に対し
て、意思決定について啓発している。

C
意思決定について地域住民への啓発を
行うことができていない。

A

新たな社会資源の把握に努め、整理して
有効活用を図っている。また、共有した
地域の社会資源の情報を地域活動に役
立てられるよう、各団体の活動を支援す
ることができている。

B

新たな社会資源について情報提供等が
あれば整理している。また、地域の社会
資源の情報を、各団体に共有することが
ある。

C
新たな社会資源の把握や情報の共有は
できていない。

A
地域の社会資源を定期的に整理・見直し
を行い、地域住民に有効活用することが
できている。

B
地域の社会資源の整理・見直しを行うこ
とがある。

C
地域の社会資源を整理しているが、見直
しなど管理が不十分である。

A
新たな担い手の養成やサービス・通い場
等の創出を行うことができている。

B
新たなサービスや通いの場等の創出に
向け、関係者と検討を行っている。

C
新たな担い手の養成やサービス・通いの
場等の創出はできなかった。

A

本人・家族等が集う場への参画や、認知
症サポーター養成講座を開催したりする
など、認知症への理解を深め、暮らしや
すいまちづくりに取組んでいる。

B
本人や家族等が集う場への参画や、講座
を開催することがある。

C
本人や家族等が集う場への参画や、講座
の開催などの機会を設けることができ
ていない。

５．地域ケア会
議推進事業

（１）地域ケア会議を通じて、
地域の多様な関係者が協働
して地域課題を明らかにし、
解決策について検討する。

2ヶ月に1回地域ケア会議を開催
し、個別課題だけではなく、地域
課題をフォーカスしたケア会議を
意識的に行う。

新たに医療職、介護職の多職種の
意見交換会を開催する。個別ケー
スにおいて適宜支援体制を構築し
連携を図る。

（３）地域住民が、人生をどの
ように過ごたいかについて、
自分自身で考え決めること
を支援する。

サロンや地域での会議等での講
話、チラシ等での啓発、議論や意
見交換を行う。日頃の相談対応の
中で本人の意向に沿った支援を
行う。

７．生活支援
体制整備事業

（1）地域の社会資源の把握
を行うとともに、把握・整理
した地域の社会資源の情報
を、地域活動を行う団体等
に共有し、地域住民の生活
支援に役立てている。

情報収集を心がけ、職員間で共有
し、不足している社会資源の把握
を行う。独自リストを年１回更新
し、介護支援専門員だけではな
く、医療機関等にも配布し活用を
促す。

（２）地域の社会資源の活用
を図ることができるよう、定
期的に情報の見直しを行う。

社会資源リストを整理し把握を行
う。紹介した社会資源については
利用者や相談者にヒアリングを行
い情報を得る。

６．在宅医療・
介護連携推進
事業

（１）地域住民に対し在宅医
療の情報提供を行うととも
に、医療機関との連携を推
進する。

地域の医療機関の情報収集を行
い、適宜情報提供を行う。また日
頃から個別ケースにおいて連携体
制を構築する事で、地域での暮ら
しを支える。

（２）地域の医療職、介護職と
の意見交換等を行う。

（３）生活支援や介護予防
サービスの担い手の養成や、
サービス及び通いの場等の
創出を行う。

地域のボランティア養成の為の説
明会の開催や地域への働きかけ、
啓発、サロン活動の支援や新しい
サロンの立ち上げ支援を行う。

８．認知症総
合支援事業

（１）地域全体で認知症の理
解を深め、認知症本人の人
や家族を含む地域住民が暮
らしやすいまちづくりを進め
るための取組を行う。

ほっと安心ネットワーク模擬訓練
を通し、地域住民への啓発を行
い、地域との連携体制を構築す
る。サポーター養成講座はサロン
や地域住民に向け計画的に実施
する。



三池 地区地域包括支援センター

(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）

A
相談者の属性や世代、相談内容に関わ
らず、地域住民の相談を十分に受け止
めている。

B
地域住民の相談を、おおよそ受け止め
ている。

C
地域住民の相談の受け止めが難しい場
合がある。

A
本人の訴えや思いを聞き、真摯に対応
することができている。

B
本人の訴えや思いに対し、おおよそ対
応することができている。

C
本人の訴えや思いへの対応が難しい場
合がある。

A
受けた相談で課題になっていることを
捉え、適切に連携し、又はつなぐことで
対応できている。

B
受けた相談に関し、他の機関と共有して
いる、

C
受けた相談に関し連携先となる機関へ
つなぐ際に時間を要することがある。

A
対象者にとって有効な社会資源を、積
極的に介護予防プランに盛り込んでい
る。

B
地域の社会資源を介護予防プランに盛
り込むことがある。

C
対象者にとって有効な地域の社会資源
の活用が十分でないと感じている。

A
いずれの対象者においても、本人の思
いや考えを優先し、対応している。

B
対象者の状態によって、できるだけ尊
厳の保持、介護予防や社会参加の促進
を意識している。

C
サービス提供者の意向が優先し、本人
の尊厳の保持、介護予防や社会参加の
促進につながっていないことがある。

A
多くの啓発活動を積極的に行うととも
に、専門的・継続的な観点から相談対応
を行っている。

B 啓発活動を行っている。

C
啓発活動や専門的・継続的な観点から
相談対応を行うことができていない。

A

関係機関を交え、担当圏域の介護支援
専門員と定期的な意見交換等を行うこ
とで密に連携し、支援する体制ができ
ている。

B
担当圏域の、介護支援専門員と意見交
換等を行い、必要に応じて連絡を取っ
ている。

C
担当圏域の介護支援専門員と意見交換
等を行うことができていない。

A
介護支援専門員が活躍しやすい環境づ
くりのため、出前講座等を通じて地域
住民に積極的に啓発に取組んでいる。

B
地域住民に対し、出前講座等を実施し
ている。

C
地域住民への啓発は十分にできていな
い。

A
関係者と連携して具体的な支援方針を
検討し、適切な指導・助言を行ってい
る。

B
忙しいときは対応が後回しになること
がある。

C
介護支援専門員に任せきりとなり、対
応できていない。

（２）本人に寄り添い、抱える
課題の解きほぐしや整理を
行っている。

来所相談や電話相談、家庭訪問
等から本人やその家族の訴えに
真摯に対応する。
また心身状況、家庭環境等の生
活実態を把握することで、隠れた
問題やニーズ等を発見し，早期に
解決できるように取り組む。

評価指標

１．総合相談
支援事業

（1）包括的に相談を受け止
めている。

地域で暮らす高齢者や障害があ
る方・その家族をはじめとした住
民の多種多様な困りごとを受け
止める。

（３）受けた事例に複合課題
が潜在している場合などに
おいて、適切に他の機関と
連携し、又はつなぐことで
対応している。

相談内容を職員内で共有・分析
をし、複合課題においては必要な
機関との連携を図りながら本人
支援を行う。
なお、解決へ向けて、各関係機関
と連携し、適切な機関、制度、
サービスにつなぎ支援を行う。

２．第１号介護
予防支援事業
（介護予防ケ
アマネジメン
ト）

（１）介護予防プランにおい
て、保険給付や介護予防・生
活支援サービス以外の多様
な地域の社会資源を位置付
けている。

随時、社会資源の新規や変更の
情報を適宜更新し、窓口に設置し
ているファイルを確認しやすい環
境を維持する。プラン作成時に声
かけしプランへ反映する。

（２）尊厳の保持、及び介護
予防や社会参加の促進の観
点を踏まえ、対象者が「どの
ように暮らしていきたいか」
を支援する。

単にできないことを補う支援で
はなく、本人が意思を持って生活
ができるよう、適宜意向を確認し
ながら願いが叶えられるよう支
援する。本人が何を望んでいるか
声かけしながら、自分で選択でき
るよう支援する。

３．権利擁護
事業

（１）虐待、消費者被害、認知
症、成年後見制度など権利
擁護について、広く地域住
民等に対する周知・啓発を
行い、専門的・継続的な観点
から、相談対応を行ってい
る。

民児協やサロン等地域住民が多
く集まる機会を活用して権利擁
護に関する出前講座や資料配布
を行う。
専門的・継続的な観点から相談対
応できるよう権利擁護に関する
研修会へ参加し学びの機会を作
る。４．包括的・継

続的ケアマネ
ジメント支援
事業

（１）担当圏域の介護予防支
援専門員等のニーズに基づ
き、医療機関や地域の社会
資源などの多様な関係機
関・関係者との意見交換の
場を設けている。

三池包括エリア内で医療機関と
介護支援専門員と意見交換の場
を新たに（年1回）設け、情報交換
等を行い、密に連携を図っていく
ための支援する体制をつくる。

（2）介護支援専門員が円滑
に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して、介
護予防や自立支援に関する
意識の共有を図っている。

地域住民に対して、出前講座やサ
ロン等で大牟田市の高齢化率や
介護保険の認定率の状況やフレ
イル、介護支援専門員の業務、健
康講話等を行い、自立支援に関
する周知啓発を行う。担当校区
（年1か所ずつ）の民生委員と介
護支援専門員との意見交換会を
実施する。

（３）介護専門員が担当する
支援困難事例等への適切な
指導・助言等を行っている。

ケアマネサポート事業を通して、
三池包括エリア内の主任ケアマネ
（１名）と包括職員（１名）が居宅支
援事業所（１０か所/年）を訪問し、
困難事例等に対して具体的な支
援方針を検討し助言等を行う。



A
地域ケア会議の実施により、地域課題
を明らかにし、解決に向け検討してい
る。

B
地域課題は明らかになったが、解決に
向けた検討には至っていない。

C
地域ケア会議の開催等はあるが、地域
課題を明らかにできていない。

A
医療機関と連携し、地域住民に在宅医
療について積極的に情報提供を行って
いる。

B
地域住民に在宅医療について情報提供
を行うことがあった。

C
医療機関との連携が十分にできず、住
民への情報提供も不十分であった。

A
医療職、介護職との意見交換を行い、個
別ケースで連携を図ることができてい
る。

B
医療職、介護職との意見交換を行うこ
とがある。

C 意見交換をすることができていない。

A
相談対応の過程等で、必要に応じて、本
人の意思決定を支援することができて
いる。また、多くの地域住民への啓発を

B
出前講座などを通じ、地域住民に対し
て、意思決定について啓発している。

C
意思決定について地域住民への啓発を
行うことができていない。

A

新たな社会資源の把握に努め、整理し
て有効活用を図っている。また、共有し
た地域の社会資源の情報を地域活動に
役立てられるよう、各団体の活動を支
援することができている。

B

新たな社会資源について情報提供等が
あれば整理している。また、地域の社会
資源の情報を、各団体に共有すること
がある。

C
新たな社会資源の把握や情報の共有は
できていない。

A
地域の社会資源を定期的に整理・見直
しを行い、地域住民に有効活用するこ
とができている。

B
地域の社会資源の整理・見直しを行うこ
とがある。

C
地域の社会資源を整理しているが、見
直しなど管理が不十分である。

A
新たな担い手の養成やサービス・通い
場等の創出を行うことができている。

B
新たなサービスや通いの場等の創出に
向け、関係者と検討を行っている。

C
新たな担い手の養成やサービス・通い
の場等の創出はできなかった。

A

本人・家族等が集う場への参画や、認知
症サポーター養成講座を開催したりす
るなど、認知症への理解を深め、暮らし
やすいまちづくりに取組んでいる。

B
本人や家族等が集う場への参画や、講
座を開催することがある。

C
本人や家族等が集う場への参画や、講
座の開催などの機会を設けることがで
きていない。

５．地域ケア
会議推進事業

（１）地域ケア会議を通じて、
地域の多様な関係者が協働
して地域課題を明らかにし、
解決策について検討する。

１回/２か月地域ケア会議を開催
し、個別ケース検討を行って、地
域課題を明らかにして解決への
支援策や問題を検討する。
年度末には各事例で出た地域課
題について整理し、参加メンバー
でグループワークを行い地域課
題の確認を行う。

昨年再開した医療職と介護職と
の意見交換会を事業所と実施す
るとともに、多職種の意見交換会
に参加し連携構築を図る。
また、個別ケースにおいては随時
連携しながら意見交換を行う。

（３）地域住民が、人生をど
のように過ごたいかについ
て、自分自身で考え決める
ことを支援する。

地域住民が自分自身の人生をど
のように選択するのかを自分の
意志で決定することが出来るよ
う相談対応の中で提案するほか、
出前講座等で周知啓発していく。

７．生活支援
体制整備事業

（1）地域の社会資源の把握
を行うとともに、把握・整理
した地域の社会資源の情報
を、地域活動を行う団体等
に共有し、地域住民の生活
支援に役立てている。

新たな社会資源を把握する為
に、民児協定例会やサロン等に参
加し情報の収集を行う。また、そ
の社会資源を地域活動（高取校
区買い物支援、羽山台校区空き
家プロジェクト等）へ参画して提
案したり、関係機関やサービス事
業者へ情報共有を行う。

（２）地域の社会資源の活用
を図ることができるよう、
定期的に情報の見直しを行
う。

サロン・サークル代表者・商店等
より現状確認をして、社会資源の
見直しを行いリストの更新を行
う。

６．在宅医療・
介護連携推進
事業

（１）地域住民に対し在宅医
療の情報提供を行うととも
に、医療機関との連携を推
進する。

医療機関からの情報提供・連携
出来る関係性を維持し、受診や入
退院時等の情報交換を行い、地
域住民からの相談時には、在宅
医療についての情報提供をス
ムーズに行う。

（２）地域の医療職、介護職
との意見交換等を行う。

（３）生活支援や介護予防
サービスの担い手の養成
や、サービス及び通いの場
等の創出を行う。

サロン立ち上げを目指して、地域
とともに「通いの場」等の創出を
行う。新規１件

８．認知症総
合支援事業

（１）地域全体で認知症の理
解を深め、認知症本人や家
族を含む地域住民が暮らし
やすいまちづくりを進める
ための取組を行う。

毎週(金)ミーティングセンターの
継続、新規で事業所とともに月１
回の家族会を開設する。地域へ
サポーター養成講座や認知症の
講話を開催し、認知症の理解を
得て暮らしやすいまちづくりにな
るよう進める。
個別相談の状況に応じて、ケース
会議や情報提供等により、地域の
理解を深める。



三川 地区地域包括支援センター

(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）

A
相談者の属性や世代、相談内容に関わ
らず、地域住民の相談を十分に受け止
めている。

B
地域住民の相談を、おおよそ受け止め
ている。

C
地域住民の相談の受け止めが難しい場
合がある。

A
本人の訴えや思いを聞き、真摯に対応
することができている。

B
本人の訴えや思いに対し、おおよそ対
応することができている。

C
本人の訴えや思いへの対応が難しい場
合がある。

A
受けた相談で課題になっていることを
捉え、適切に連携し、又はつなぐことで
対応できている。

B
受けた相談に関し、他の機関と共有して
いる、

C
受けた相談に関し連携先となる機関へ
つなぐ際に時間を要することがある。

A
対象者にとって有効な社会資源を、積
極的に介護予防プランに盛り込んでい
る。

B
地域の社会資源を介護予防プランに盛
り込むことがある。

C
対象者にとって有効な地域の社会資源
の活用が十分でないと感じている。

A
いずれの対象者においても、本人の思
いや考えを優先し、対応している。

B
対象者の状態によって、できるだけ尊
厳の保持、介護予防や社会参加の促進
を意識している。

C
サービス提供者の意向が優先し、本人
の尊厳の保持、介護予防や社会参加の
促進につながっていないことがある。

A
多くの啓発活動を積極的に行うととも
に、専門的・継続的な観点から相談対応
を行っている。

B 啓発活動を行っている。

C
啓発活動や専門的・継続的な観点から
相談対応を行うことができていない。

A

関係機関を交え、担当圏域の介護支援
専門員と定期的な意見交換等を行うこ
とで密に連携し、支援する体制ができ
ている。

B
担当圏域の、介護支援専門員と意見交
換等を行い、必要に応じて連絡を取っ
ている。

C
担当圏域の介護支援専門員と意見交換
等を行うことができていない。

A
介護支援専門員が活躍しやすい環境づ
くりのため、出前講座等を通じて地域
住民に積極的に啓発に取組んでいる。

B
地域住民に対し、出前講座等を実施し
ている。

C
地域住民への啓発は十分にできていな
い。

A
関係者と連携して具体的な支援方針を
検討し、適切な指導・助言を行ってい
る。

B
忙しいときは対応が後回しになること
がある。

C
介護支援専門員に任せきりとなり、対
応できていない。

（２）本人に寄り添い、抱える
課題の解きほぐしや整理を
行っている。

受容・共感の姿勢で相談者に寄り
添いニーズを把握し対応する。

評価指標

１．総合相談
支援事業

（1）包括的に相談を受け止
めている。

高齢者をはじめ、属性や世代を問
わず、親身に地域の相談事を受
けとめ、窓口だけではなく、訪問
や地域の行事等でも包括的な相
談対応を実施する。

（３）受けた事例に複合課題
が潜在している場合などに
おいて、適切に他の機関と
連携し、又はつなぐことで
対応している。

相談内容を分析し複合化した課
題においては福祉課や社会福祉
協議会など他機関とのネットワー
クを活用し対応する。

２．第１号介護
予防支援事業
（介護予防ケ
アマネジメン
ト）

（１）介護予防プランにおい
て、保険給付や介護予防・生
活支援サービス以外の多様
な地域の社会資源を位置付
けている。

地域の社会資源を把握し対象者
に必要な情報提供を行こない、プ
ランチェック時に介護予防プラン
に盛り込めるよう提案が行える
ようにする。生活支援コーディ
ネーターとも連携し対象者に有
効な社会資源の提案を行う。

（２）尊厳の保持、及び介護
予防や社会参加の促進の観
点を踏まえ、対象者が「どの
ように暮らしていきたいか」
を支援する。

本人の思いを尊重し、本人の望
む生活が送れるようにACP（アド
バンケアプランニング）について
も話せる機会をつくる。また、社
会参加ができる環境をつくりフ
レイル予防となるようにする。

３．権利擁護
事業

（１）虐待、消費者被害、認知
症、成年後見制度など権利
擁護について、広く地域住
民等に対する周知・啓発を
行い、専門的・継続的な観点
から、相談対応を行ってい
る。

まち協・民児協・地域サロン等の
機会を活用し、地域住民に対して
啓発活動を行うとともに考える
場となるようにする。
研修参加を増やし研鑽の機会を
多くつくり、専門的・継続的な観
点からの相談対応ができるよう
にする。

４．包括的・継
続的ケアマネ
ジメント支援
事業

（１）担当圏域の介護支援専
門員等のニーズに基づき、
医療機関や地域の社会資源
などの多様な関係機関・関
係者との意見交換の場を設
けている。

地域の介護支援専門員、サービ
ス事業所と年3回の会議・研修を
行うことで連携を密にし、マネジ
メントのスキルアップを図る。

（2）介護支援専門員が円滑
に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して、介
護予防や自立支援に関する
意識の共有を図っている。

地域住民に対してパンフレット等
活用し、フレイル予防の啓発や出
前講座、健康教室を２回行い、自
立支援に関する意識の共有が図
れるようにする。

（３）介護支援専門員が担当
する支援困難事例等への適
切な指導・助言等を行って
いる。

ケアマネサポート事業として各居
宅の主任ケアマネが中心となり、
三川エリアの居宅介護支援事業
所を訪問し、対応困難なケースの
検討を行い、必要時後方支援を
行う。



A
地域ケア会議の実施により、地域課題
を明らかにし、解決に向け検討してい
る。

B
地域課題は明らかになったが、解決に
向けた検討には至っていない。

C
地域ケア会議の開催等はあるが、地域
課題を明らかにできていない。

A
医療機関と連携し、地域住民に在宅医
療について積極的に情報提供を行って
いる。

B
地域住民に在宅医療について情報提供
を行うことがあった。

C
医療機関との連携が十分にできず、住
民への情報提供も不十分であった。

A
医療職、介護職との意見交換を行い、個
別ケースで連携を図ることができてい
る。

B
医療職、介護職との意見交換を行うこ
とがある。

C 意見交換をすることができていない。

A

相談対応の過程等で、必要に応じて、本
人の意思決定を支援することができて
いる。また、多くの地域住民への啓発を
行っている。

B
出前講座などを通じ、地域住民に対し
て、意思決定について啓発している。

C
意思決定について地域住民への啓発を
行うことができていない。

A

新たな社会資源の把握に努め、整理し
て有効活用を図っている。また、共有し
た地域の社会資源の情報を地域活動に
役立てられるよう、各団体の活動を支
援することができている。

B

新たな社会資源について情報提供等が
あれば整理している。また、地域の社会
資源の情報を、各団体に共有すること
がある。

C
新たな社会資源の把握や情報の共有は
できていない。

A
地域の社会資源を定期的に整理・見直
しを行い、地域住民に有効活用するこ
とができている。

B
地域の社会資源の整理・見直しを行うこ
とがある。

C
地域の社会資源を整理しているが、見
直しなど管理が不十分である。

A
新たな担い手の養成やサービス・通い
場等の創出を行うことができている。

B
新たなサービスや通いの場等の創出に
向け、関係者と検討を行っている。

C
新たな担い手の養成やサービス・通い
の場等の創出はできなかった。

A

本人・家族等が集う場への参画や、認知
症サポーター養成講座を開催したりす
るなど、認知症への理解を深め、暮らし
やすいまちづくりに取組んでいる。

B
本人や家族等が集う場への参画や、講
座を開催することがある。

C
本人や家族等が集う場への参画や、講
座の開催などの機会を設けることがで
きていない。

５．地域ケア
会議推進事業

（１）地域ケア会議を通じて、
地域の多様な関係者が協働
して地域課題を明らかにし、
解決策について検討する。

２ヶ月に１回奇数月に地域ケア会
議を開催し、個別事例を検討し地
域課題を明らかにし、解決策を検
討する。年１回は個別事例から抽
出された地域課題について検討
する。

新たに地域の医療職・介護職の
交流の場をつくり、意見交換を行
うことで、さらに個別ケースでの
連携を図ることができるように
なる。

（３）地域住民が、人生をど
のように過ごたいかについ
て、自分自身で考え決める
ことを支援する。

ACP（アドバンスケアプランニン
グ）についての理解を深め、相談
対応時に必要に応じて意思決定
支援ができるように関わってい
くようにする。また、機会をみつ
け地域住民へ啓発を行うように
する。

７．生活支援
体制整備事業

（1）地域の社会資源の把握
を行うとともに、把握・整理
した地域の社会資源の情報
を、地域活動を行う団体等
に共有し、地域住民の生活
支援に役立てている。

既存の社会資源と併せて新たに
把握した資源をリスト化し、包括
内での情報共有を行う。また、地
域の方からの相談時に活用する
だけでなく、地域の居宅介護支援
事業所等への情報提供を行い、
活用できるようにする。
活用実績について確認を行うこ
とで地域のニーズ等の把握に務
める。

（２）地域の社会資源の活用
を図ることができるよう、
定期的に情報の見直しを行
う。

把握している社会資源について
年１回行い、必要に応じて随時更
新を行い、相談時に活用できる
ようにする。
包括に置いている各事業所のチ
ラシ・パンフレット等についても
入れ替えや情報収集を行う。

６．在宅医療・
介護連携推進
事業

（１）地域住民に対し在宅医
療の情報提供を行うととも
に、医療機関との連携を推
進する。

本人の在宅生活を支える為に、
入退院時の情報共有、連絡調整
を密に行いスムーズに在宅医療
へとつなげられるようにする。訪
問診療を行っている医療機関と
の連携が図られるようにする。地
域住民に対してサロン等の集ま
り場にて在宅医療の情報提供が
できるようにする。

（２）地域の医療職、介護職
との意見交換等を行う。

（３）生活支援や介護予防
サービスの担い手の養成
や、サービス及び通いの場
等の創出を行う。

住民からの希望があった際には
必要に応じて、地域の地縁団体や
市住管理センター等関係機関と
協働し、住民のニーズに即した、
住民主体のサロン等の立ち上げ
の支援を行う。

８．認知症総
合支援事業

（１）地域全体で認知症の理
解を深め、認知症本人や家
族を含む地域住民）が暮ら
しやすいまちづくりを進め
るための取組を行う。

月に1回の認知症家族会の継続
及び関係機関への情報提供を行
う。担当圏域にある集う場の状況
を把握し、新たな場が作れるよう
にする。多機関との必要なサポー
ト会議の開催。
地域での模擬訓練時にサポー
ター養成講座やサロン等への啓
発を行い、認知症の理解を深め、
認知症になっても暮らしやすい
地域づくりを推進する。



駛馬・勝立 地区地域包括支援センター

(記入) (選択) (記入)

事業 重点目標 計画（何を・どうする） 評価 実施内容（実績値があれば併せて記入）

A
相談者の属性や世代、相談内容に関わ
らず、地域住民の相談を十分に受け止
めている。

B
地域住民の相談を、おおよそ受け止め
ている。

C
地域住民の相談の受け止めが難しい場
合がある。

A
本人の訴えや思いを聞き、真摯に対応
することができている。

B
本人の訴えや思いに対し、おおよそ対
応することができている。

C
本人の訴えや思いへの対応が難しい場
合がある。

A
受けた相談で課題になっていることを
捉え、適切に連携し、又はつなぐことで
対応できている。

B
受けた相談に関し、他の機関と共有して
いる、

C
受けた相談に関し連携先となる機関へ
つなぐ際に時間を要することがある。

A
対象者にとって有効な社会資源を、積
極的に介護予防プランに盛り込んでい
る。

B
地域の社会資源を介護予防プランに盛
り込むことがある。

C
対象者にとって有効な地域の社会資源
の活用が十分でないと感じている。

A
いずれの対象者においても、本人の思
いや考えを優先し、対応している。

B
対象者の状態によって、できるだけ尊
厳の保持、介護予防や社会参加の促進
を意識している。

C
サービス提供者の意向が優先し、本人
の尊厳の保持、介護予防や社会参加の
促進につながっていないことがある。

A
多くの啓発活動を積極的に行うととも
に、専門的・継続的な観点から相談対応
を行っている。

B 啓発活動を行っている。

C
啓発活動や専門的・継続的な観点から
相談対応を行うことができていない。

A

関係機関を交え、担当圏域の介護支援
専門員と定期的な意見交換等を行うこ
とで密に連携し、支援する体制ができ
ている。

B
担当圏域の、介護支援専門員と意見交
換等を行い、必要に応じて連絡を取っ
ている。

C
担当圏域の介護支援専門員と意見交換
等を行うことができていない。

A
介護支援専門員が活躍しやすい環境づ
くりのため、出前講座等を通じて地域
住民に積極的に啓発に取組んでいる。

B
地域住民に対し、出前講座等を実施し
ている。

C
地域住民への啓発は十分にできていな
い。

A
関係者と連携して具体的な支援方針を
検討し、適切な指導・助言を行ってい
る。

B
忙しいときは対応が後回しになること
がある。

C
介護支援専門員に任せきりとなり、対
応できていない。

（２）本人に寄り添い、抱える
課題の解きほぐしや整理を
行っている。

研修等により対人援助技術を学
び、課題抽出や本人の思いに寄
り添える関係性を築くようにす
る。多面的に支援ができるように
包括内会議や朝のミーティング
の場を活用して専門性を生かし
ながらスキルアップをする。

評価指標

１．総合相談
支援事業

（1）包括的に相談を受け止
めている。

属性や世代を問わず地域住民の
相談を受けられるように「市営住
宅個別訪問」等を行い、アウト
リーチを含めて対応を行う。また
「健康相談会の開催」や勝立地区
公民館での相談窓口の回数増加
や天の原・玉川校区での健康相
談会行う。

（３）受けた事例に複合課題
が潜在している場合などに
おいて、適切に他の機関と
連携し、又はつなぐことで
対応している。

必要に応じ各関係機関や民間機
関と連携し複合的な課題に対応
する。

２．第１号介護
予防支援事業
（介護予防ケ
アマネジメン
ト）

（１）介護予防プランにおい
て、保険給付や介護予防・生
活支援サービス以外の多様
な地域の社会資源を位置付
けている。

生活支援コーディネーターや共創
サポーターの意見を積極的に取
り入れ、ケアプランでの社会資源
検討方法等について情報共有を
図る。ケアマネージャー（CM）サ
ポート事業の研修や会議等で主
任ＣＭと連携し、また介護予防計
画書作成時に社会資源活用につ
いて提案・プランに盛り込んでい
く。（社会資源の整理及びリスト
化を図る）

（２）尊厳の保持、及び介護
予防や社会参加の促進の観
点を踏まえ、対象者が「どの
ように暮らしていきたいか」
を支援する。

本人が「どう暮らしていきたい
か」を対面にて本人の思いや考え
を確認しながら支援する。

３．権利擁護
事業

（１）虐待、消費者被害、認知
症、成年後見制度など権利
擁護について、広く地域住
民等に対する周知・啓発を
行い、専門的・継続的な観点
から、相談対応を行ってい
る。

権利擁護研修を受講し、スキルと
対応能力の向上に努めて相談対
応を行う。個別に相談があった場
合は包括内の各専門職のチーム
で対応する。校区社協会や民生
委員・児童委員協議会（民児協）
等と協力し成年後見制度や高齢
者虐待、消費者被害など適時に
チラシの配布や講話等を行い啓
発に努める。権利擁護について４．包括的・継

続的ケアマネ
ジメント支援
事業

（１）担当圏域の介護支援専
門員等のニーズに基づき、
医療機関や地域の社会資源
などの多様な関係機関・関
係者との意見交換の場を設
けている。

プランチェック時、社会資源活用
の検討、情報共有を実施する。
担当エリア内の主任介護支援専
門員と研修会やCMサポート事業
を通して意見交換の場を年2回
以上作り連携を行う。
担当校区において新たにCMと
医療機関との意見交換会を年１
回計画してネットワークづくりを
行う。

（2）介護支援専門員が円滑
に業務を行うことができる
よう、地域住民に対して、介
護予防や自立支援に関する
意識の共有を図っている。

出前講座等を通して、介護予防や
CM担当業務に関しての啓発を
年６回以上行う。
住民組織とCMとの連携構築の
為、個人情報に留意し、総合相談
対応時やサービス利用時に関係
機関と地域住民及び住民組織と
情報共有の場を持つ。

（３）介護支援専門員が担当
する支援困難事例等への適
切な指導・助言等を行って
いる。

介護支援専門員の支援困難事例
等の相談があった場合は情報を
共有し必要な機関と共同して支
援を行うようにする。
また、即時対応が難しい場合は、
口頭による指導・助言を行うか又
は基幹型包括支援センター等と
連携し対応を行う。



A
地域ケア会議の実施により、地域課題
を明らかにし、解決に向け検討してい
る。

B
地域課題は明らかになったが、解決に
向けた検討には至っていない。

C
地域ケア会議の開催等はあるが、地域
課題を明らかにできていない。

A
医療機関と連携し、地域住民に在宅医
療について積極的に情報提供を行って
いる。

B
地域住民に在宅医療について情報提供
を行うことがあった。

C
医療機関との連携が十分にできず、住
民への情報提供も不十分であった。

A
医療職、介護職との意見交換を行い、個
別ケースで連携を図ることができてい
る。

B
医療職、介護職との意見交換を行うこ
とがある。

C 意見交換をすることができていない。

A

相談対応の過程等で、必要に応じて、本
人の意思決定を支援することができて
いる。また、多くの地域住民への啓発を
行っている。

B
出前講座などを通じ、地域住民に対し
て、意思決定について啓発している。

C
意思決定について地域住民への啓発を
行うことができていない。

A

新たな社会資源の把握に努め、整理し
て有効活用を図っている。また、共有し
た地域の社会資源の情報を地域活動に
役立てられるよう、各団体の活動を支
援することができている。

B

新たな社会資源について情報提供等が
あれば整理している。また、地域の社会
資源の情報を、各団体に共有すること
がある。

C
新たな社会資源の把握や情報の共有は
できていない。

A
地域の社会資源を定期的に整理・見直
しを行い、地域住民に有効活用するこ
とができている。

B
地域の社会資源の整理・見直しを行うこ
とがある。

C
地域の社会資源を整理しているが、見
直しなど管理が不十分である。

A
新たな担い手の養成やサービス・通い
場等の創出を行うことができている。

B
新たなサービスや通いの場等の創出に
向け、関係者と検討を行っている。

C
新たな担い手の養成やサービス・通い
の場等の創出はできなかった。

A

本人・家族等が集う場への参画や、認知
症サポーター養成講座を開催したりす
るなど、認知症への理解を深め、暮らし
やすいまちづくりに取組んでいる。

B
本人や家族等が集う場への参画や、講
座を開催することがある。

C
本人や家族等が集う場への参画や、講
座の開催などの機会を設けることがで
きていない。

５．地域ケア
会議推進事業

（１）地域ケア会議を通じて、
地域の多様な関係者が協働
して地域課題を明らかにし、
解決策について検討する。

２ヵ月に１回偶数月に駛馬地区公
民館にて開催し、事例の課題検討
や社会資源について検討する。ま
た年１回は地域課題を検討する
回を設ける。

新たに包括主催でエリア内の
サービス事業所等と医療機関と
の意見交換会を行う。医療機関
が主催する研修会へ参加するこ
とで、知識を深め、意見交換を通
じて連携を深める。

（３）地域住民が、人生をど
のように過ごたいかについ
て、自分自身で考え決める
ことを支援する。

アドバンスケアプランニング
（acp）を念頭に置き対応する。
また担当圏域内の住民組織や事
業所等に研修やチラシ等により
啓発を行う。
地域住民に対しては「出前講座」
「健康相談会」「サロン等」等で講
話により啓発に努める。

７．生活支援
体制整備事業

（1）地域の社会資源の把握
を行うとともに、把握・整理
した地域の社会資源の情報
を、地域活動を行う団体等
に共有し、地域住民の生活
支援に役立てている。

各校区まちづくり協議会（まち
協）、民児協、校区社協会、小規模
運営推進会議、サロンやサーク
ル、出前講座、カッパ食堂へ参加
し、地域の代表者や地域住民から
情報収集を行う。得られた情報を
元に包括だより等を活用して社
会資源の情報共有して相談対応
に活用する。

（２）地域の社会資源の活用
を図ることができるよう、
定期的に情報の見直しを行
う。

各校区まち協、民児協、校区社協
会、小規模運営推進会議、サロン
やサークルへ参加し、情報収集を
行う。既存の社会資源の情報を
整理・更新し、住民組織の会議の
場を通して情報提供を行ったり
相談対応に活用する。

６．在宅医療・
介護連携推進
事業

（１）地域住民に対し在宅医
療の情報提供を行うととも
に、医療機関との連携を推
進する。

在宅支援の構築を図るため、担
当圏域内で訪問診療等行ってい
る医療機関と、日ごろからケース
を通じての連携を行う。住民組織
に対して情報提供を行う。

（２）地域の医療職、介護職
との意見交換等を行う。

（３）生活支援や介護予防
サービスの担い手の養成
や、サービス及び通いの場
等の創出を行う。

健康相談会の開催等を通してサ
ロン・サークルにつなげるほか、
本人の希望に沿った集える場の
創出を行う。
新たな担い手として多世代を取
り込むため地区公民館等で講話
や啓発、また校区社協会と共に
キャロットサービス協力会員の発
掘に取り組む。

８．認知症総
合支援事業

（１）地域全体で認知症の理
解を深め、認知症本人や家
族を含む地域住民が暮らし
やすいまちづくりを進める
ための取組を行う。

新たに絵本教室の開催を目指し
て学校関係と連携を図る。
脳の健康チェックを実施したり、
地域住民と協議し、認知症の理
解、啓発へつながる勉強会を開
催する。担当圏域にある集う場の
状況を把握し、新たな場所の創出
を計画する。


